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――貴市の地球温暖化対策に係るこれまでの歩みについて

ご教授ください。

福岡市では、近年の猛暑や豪雨などの気象災害の激甚化

や国内外の脱炭素社会の潮流を踏まえ、世界がめざすカー

ボンニュートラルの実現に積極的に貢献するとともに、温

暖化対策に率先して取り組むことで新たな都市の成長機会

につなげていくため、2020年２月に、2040年度温室効

果ガス排出量実質ゼロに向けたチャレンジを表明しました。

2022年８月には、脱炭素社会の実現に向け、第５次と

なる「福岡市地球温暖化対策実行計画」を策定し、
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2030年度における温室効果ガス排出量の削減目標を

2013年度比で国の46％を上回る50％削減としています。

目標達成に向けては、省エネルギー化の推進や再生可能

エネルギーの利用拡大などに取り組むこととしており、再

生可能エネルギーに関する成果指標として、再生可能エネ

ルギーによる設備導入量を2030年度に40万ｋW、再生可

能エネルギーの利用率を2030年度に45％とし、再生可能

エネルギー設備の導入推進や再生可能エネルギー由来電力

等の利用拡大に取り組んでいくこととしています。

福岡市の温室効果ガス削減目標
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――貴市の再生可能エネルギー設備導入状況をご紹介く

ださい。

福岡市の再生可能エネルギー設備導入量は、2021年度

末時点24.8万ｋWで、内訳として太陽光発電が16.5万

ｋＷ、バイオマス発電が8.3万ｋＷとなっています。

INTERVIEW

――市民や事業者に対する取組みについてご紹介くださ

い。

脱炭素社会の実現に向けては、市民や事業者と一体と

なって取組みを進めていくことが必要であり、そのため

には、市民一人一人に理解、協力してもらい、ライフス

タイルやビジネススタイルを転換してもらうことが必要

と考えています。福岡市では、関連する市の取組みを分

かりやすく紹介するリーフレットを作成し、市内全世帯

に配布する市政だよりと同時に配布したり、出前講座な

ど様々な機会を捉えて、住宅での太陽光発電導入のメリッ

トや、再エネ由来電力への切替方法などを発信しています。

また、太陽光発電設備や蓄電池、V2Hシステムなどの

住宅用エネルギーシステムを導入する市民に対しては、

導入費用の一部を補助しており、2022年度は補助枠約

２億円３千万円で政令市最大規模の助成を行っています。

2023年度は補助枠を更に拡充して、約２億７千万円の

助成を行うこととしています。

さらに、2023度より、事業者がPPAで太陽光発電設

備を設置する際の設備費用の補助を新たに開始すること

としています。

福岡市における再生可能エネルギーの導入状況

事業所のPPAによる再エネ設備導入支援事業
（2023年度新規事業）

福岡市大原メガソーラー発電所（全景）

――市役所業務に関する取組みについてご紹介ください。

市役所自らの事務・事業における脱炭素の取組みを率

先して推進するために、2022年３月に「福岡市役所地球

温暖化対策率先実行計画」を策定し、太陽光発電設備の

導入拡大や再生可能エネルギー由来電力（以下、再エネ

由来電力）の調達など、全庁的な取組みを行っています。

設備の導入について、太陽光発電設備を学校や公民館

などの屋根に設置するほか、ごみの埋立てが完了した土

地や、青果市場、水処理センターの屋根を利用したメガ

ソーラー発電所を６施設運営し、計199施設に9,118ｋW

を導入しています。その他、政令指定都市では第２位の

規模である廃棄物発電や、下水処理の過程で発生するバ

イオガスを利用した発電、ダムなどの水源から浄水場ま

での高低差を利用した小水力発電にも取り組んでいます。

2022年３月末時点で、208施設に92,339ｋWの設備を

導入し、2021年度の総発電量は約８万世帯が１年間に

使用する電力に相当する約2.8億ｋＷｈとなっています。
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また、新たな取組みとして、水処理センターや浄水場、

消防署など８施設を対象に、初期投資が不要なPPA方式

による太陽光発電設備の導入に関する公募を2022年11

月に開始し、2023年度に供給開始する予定となってい

ます。

再エネ由来電力の調達について、市有施設で使用する

電力を、原則再エネ由来電力へ切り替えていくこととし

ており、2022年度は再エネを指定した電力契約やFIT非

化石証書の購入による使用電力の再エネ化を図りました。

埋立場の遊休地を活用した太陽光発電
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――貴市の今後の展望をご教授ください。

福岡市のチャレンジ目標である2040年度温室効果ガス

排出量実質ゼロに向けては、まずは2030年度の50％削

減に向けて、省エネルギー化の推進、再生可能エネル

ギーの利用拡大などに、市民や事業者と一体となって取

り組んでいきたいと考えています。また、昨年11月には、

世界的な気候変動対策の情報開示プログラム「CDP

Cities」において最高評価の「シティAリスト」都市に選

定され、福岡市の脱炭素の取組みのＰＲなど都市のプレ

ゼンスの向上につながりました。

環境分野は様々な技術革新などが進歩していく分野で

あるため、あらゆる選択肢を追求し、それぞれの可能性

を検討し、効果的なものは積極的に取り入れていくとい

う姿勢で臨み、福岡市のめざす姿である「カーボン

ニュートラルを実装した都市」に向けて、しっかりと取

り組んでいきたいと考えています。

INTERVIEW

福岡市ホームページ 「チャレンジ！脱炭素社会 ～低炭素から脱炭素へ～」：

https://www.city.fukuoka.lg.jp/kankyo/s-suishin/genre/zerocarbon.html
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まず、市民の生活排水の処理過程で発生する下水バイ

オガスから水素をつくり燃料電池自動車等へ供給する世

界初の水素ステーションを2015年に開設し、2022年９

月からは、官民連携の協議会により商用の水素ステー

ションとして運営しています。
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CDP Aリスト自治体表彰時における
市長メッセージの様子

移動式発電・給電システム
「Moving e（ムービング イー）」

――水素社会の実現に向けて、福岡市の先進的な取り組

みを具体的にご教授ください。

福岡市では水素社会の実現に向けて、「水素リーダー

都市プロジェクト」を推進しています。

さらに、まちづくりへの水素実装として、最先端の技

術革新の導入による課題解決に取り組んでいる「九州大

学箱崎キャンパス跡地のまちづくり」において、水素ス

テーションや水素供給パイプラインの整備、また水素の

利活用として純水素燃料電池の導入などについて、検討

を進めています。

福岡市水素ステーション

また、2022年２月にはトヨタ自動車と連携協定を締結

し、給食配送車やパッカー車など社会インフラを担う車

両の水素化などに取り組んでいます。９月には、連携協

定の第１弾として、水素で走行する移動式の発電・給電

システム「Moving e（ムービング イー）」を世界で初

めて導入。市内の様々なイベントで活用し、水素のPRを

行っています。


